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令和2年2⽉5⽇
令和元年台⾵第19号等による災害からの避難に関するワーキンググループ

（第2回）資料より



自治体向けアンケート概要
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<自治体向けアンケート>

対象：全市町村の危機管理部局等
自治体数：1,740自治体(うち1,595自治体より回答) ※市町村によっては回答していない設問もあるためn=1,595となっていない設問もある

形式：選択式（一部記述式）
実施日：令和元年12月25日(水)から令和2年1月17日(金)まで



○ 貴市町村におけるハザードマップなど水害・土砂災害のリスクを周知するための資料について伺います。
作成／更新したのはいつですか。当てはまるものを１つ選んでください（水害又は土砂災害のいずれかを作成／更新
していればその時期を選んでください）。

Q1 ハザードマップ （作成／更新）
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n=1,593

18.8%(299) 20.9%(333) 14.5%(231) 8.8%(140) 9.4%(149) 25.9%(413) 1.8%(28)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

2019年度
2018年度
2017年度
2016年度
2015年度
2014年度以前
作成していない



○ 周知の頻度について当てはまるものを１つ選んでください。なお、Q2,Q3において「周知」とはハザードマップ等の
資料の配布又は回覧のことを指します

Q2 ハザードマップ （周知の頻度）
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n=1,560Q1でハザードマップを作成／更新している（＝年度を回答している）市町村

5.5%(86) 82.2%(1,283) 1.5%(24)

10.7%(167)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

毎年1回(出水期前など)

1回(作成/更新時、転入時)

周知していない

その他



○ 周知の頻度について当てはまるものを１つ選んでください。なお、Q2,Q3において「周知」とはハザードマップ等の
資料の配布又は回覧のことを指します

Q2 ハザードマップ （周知の頻度）
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n=699Q1でハザードマップを作成／更新している(2016年度以前に作成又は更新)している市町村

4.6%(32) 84.4%(590) 1.7%(12)
9.3%(65)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

毎年1回(出水期前など)

1回(作成/更新時、転入時)

周知していない

その他



○ 周知の手段について当てはまるものを１つ選んでください。

Q3 ハザードマップ （周知の手段）
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n=1,230Q2でハザードマップの周知について「毎年1回」「1回(作成/更新時、転入時)」と回答した市町村

76.1%(1,056) 12.8%(178)

1.2%(17)

0.9%(12)

9.1%(126)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全⼾に配布
⾃治会・町内会加⼊世帯に配布
全⼾に回覧
⾃治会・町内会加⼊世帯に回覧
その他



○ 貴市町村では住民のとるべき行動（＝どこに住んでいる人がどのタイミングでどの経路を使ってどこに避難するか等）の理解促進のた
め、どのような取組を行っていますか。当てはまるものを全て選んでください。（複数選択可）

Q4 とるべき行動の理解促進のための取組
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n=1,590

64.8%(1,030)

59.4%(944)

51.9%(825)

15.8%(251)

4.8%(77)

12.7%(202)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

出前講座等の住⺠向け講座

避難訓練

ハザードマップ等への記載

解説チラシ等の作成、配布/回覧

取組を⾏っていない

その他



○ 平時において貴市町村ではどのように警戒レベルの周知を行いましたか。当てはまるものを全て選んでください。
（複数選択可）

Q5 警戒レベルの周知
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n=1,590

76.0%(1,209)

59.2%(941)

55.0%(875)

42.6%(678)

11.6%(184)

7.0%(112)

6.1%(97)

2.5%(39)

8.7%(138)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

⾃治体の広報誌に警戒レベルについて掲載

HPに掲載

出前講座等により周知

内閣府・消防庁が公表したチラシを配布⼜は回覧(チラシを⼀部変更して
使⽤している場合も含む)

チラシを独⾃に作成し、配布⼜は回覧

コミュニティFMにより周知

ローカルテレビにより周知

特に周知をしていない

その他



○ ガイドラインの改定により、速やかに立退き避難を促す情報は避難勧告を基本とし、避難指示（緊急）については、
必ず発令するものではなく、地域の状況に応じて、緊急的に又は重ねて避難を促す場合などに運用するものとしてい
ます。貴市町村では避難勧告及び避難指示（緊急）の運用を変更しましたか。当てはまるものを１つ選んでください。

Q6 警戒レベル4避難勧告及び避難指示）（緊急）について （運用の変更）
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n=1,587

37.8(600) 30.6(485) 31.6(502)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

変更した 検討しているがまだ変更していない 変更を検討していない

※変更していない市町村が６割以上



○ 貴市町村では避難指示（緊急）をどのような場合に発令していますか。当てはまるものを全て選んでください。（複
数選択可）。

Q7 警戒レベル4避難勧告及び避難指示（緊急）について （指示の発令）
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n=1,591

76.1% (1,210)

60.6% (964)

35.3% (561)

0.2% (3)

6.5% (104)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⽔位予測や⼟砂災害のメッシュ情報（極めて危険）に基づき、原
則、避難勧告に続いて避難指⽰（緊急）を発令することとしている

急激に⽔位が上昇するなど緊急的に避難を促す場合に必要に応じ
て発令することとしている

より多くの⼈が避難するよう重ねて避難を促す場合に必要に応じて発
令することとしている

発令しないこととしている

その他



68.4% (1,088)

44.4% (707)

37.1% (590)

23.5% (374)

4.3% (68)

7.4% (117)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

警戒レベル４に避難勧告と避難指⽰（緊急）の両⽅が位置付
けられており住⺠にわかりにくい

そもそも避難勧告と避難指⽰（緊急）の違いが住⺠に理解され
ていない

避難勧告が避難を開始するべきタイミングである、ということが住⺠
に理解されていない

避難を開始するべきタイミングである避難勧告の後の避難指⽰
（緊急）が発令されるまで避難をしない⼈が多い

課題はない

その他

○ 警戒レベル４避難勧告・避難指示（緊急）についてどのような課題を感じていますか。貴市町村の考えに近いものを
全て選んでください。（複数選択可）

Q8 警戒レベル4避難勧告及び避難指示（緊急）について （勧告・指示の課題）
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n=1,589

（参考）（住民アンケートQ7によると）避難勧告を避難を開始するべきタイミングを理解していない人の割合は73.2%



89.3% (1,420)
77.4% (1,232)

61.0% (970)

50.1% (797)

39.6% (630)

35.0% (557)

34.9% (555)

3.5% (55)

5.0% (79)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貴市町村職員が災害発⽣を現場で確認した場合

他の⾏政機関（国や県）から災害発⽣の連絡があった場合

⽔防団や⾃主防災組織から災害発⽣の通報があった場合

⾃治会⻑・町内会⻑等から災害発⽣の通報があった場合

⼤⾬特別警報などレベル５相当情報が発表された場合

テレビ等の報道で災害発⽣を確認した場合

⼀般住⺠から災害発⽣の通報があった場合

わからない

その他

○ 警戒レベル５災害発生情報は、「災害が実際に発生していることを把握した場合に、可能な範囲で発令」することと
していますが、貴市町村ではどのような場合に災害発生を「把握した」としていますか（するつもりですか）。当て
はまるものを全て選んでください。（複数回答）

Q9 警戒レベル5災害発生情報について （災害発生の把握）
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n=1,587

※市町村職員が災害発生を現場で確認した場合に警戒レベル5災害発生情報を発令するとしている市町村が最も多い



○ 警戒レベル５災害発生情報についてどのような課題を感じていますか。貴市町村の考えに近いものを全て選んでくだ
さい。（複数選択可）

Q10 警戒レベル5災害発生情報について （災害発生情報の課題）
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n=1,588

55.9% (889)

47.8% (761)

33.9% (540)

32.9% (523)

32.2% (513)

30.8% (490)

24.0% (382)

2.8% (45)

5.7% (90)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害発⽣が広範囲にわたる場合、状況を把握できない

どのような状況で災害発⽣とすればよいか判断ができない

命を守るためにその場でとりうる最善の⾏動を促す情報であることが理解され
ていない

中⼩河川の状況を把握できない

⼟砂災害の状況を把握できない

可能な範囲で発令すればよいことになっているが、プレッシャーを感じる

災害発⽣の情報を住⺠に適時適切に伝達できない

課題はない

その他



○ これまで警戒レベルの課題を中心に伺ってきましたが、警戒レベル導入のメリットとして、貴市町村が考えるものを
全て選んでください。（複数選択可）

Q11 警戒レベル導入のメリット
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n=709今年度、避難勧告、指示を発令した市町村

※7割以上の市町村が警戒レベルに何かしらのメリットを感じている

73.5%(518)

65.4%(339)

56.2%(291)

35.7%(185)

20.7%(107)

20.0%(141)

2.6%(18)

4.0%(28)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

メリットがある

避難情報の切迫度を住⺠に伝えやすくなった

とるべき⾏動を住⺠に伝えやすくなった

気象や河川⽔位の情報と避難情報との相関がわかりやすくなった

早めの避難⾏動をとる⼈が増加した

特にメリットはない

運⽤する機会がなかった等の理由でわからない

その他

メリットがあると回答
した主な内訳 n=518



○ 警戒レベル相当情報についてどのような課題を感じていますか。貴市町村の考えに近いものを全て選んでください。
（複数選択可）

Q12 警戒レベル相当情報について
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n=1,590

79.9%(1271)

68.4%(1088)

56.9%(904)

46.8%(744)

21.9%(349)

3.7%(59)

4.4%(70)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

警戒レベルと警戒レベル相当情報の違いが住民に理解されていない

警戒レベル相当情報が発表されても警戒レベルが発令されないことがあること

が住民に理解されていない

警戒レベル相当情報が、住民が自ら避難行動をとる判断の参考にする情報で

あることが住民に理解されていない

危険度分布で警戒レベル３及び４相当情報の基準に達した際、住民のスマート

フォンに通知され、避難情報と紛らわしいため住民が混乱する

洪水予報河川・水位周知河川の水位や土壌雨量指数がまだ低い段階で、水位

情報のない河川の警戒レベル５相当情報である大雨特別警報（浸水害）が発

表されることがあり住民が混乱する

課題はない

その他



○ 水防法に基づく浸水想定区域外であっても浸水被害が発生する可能性がありますが、そのような区域にも避難情報を
発令したり避難を呼びかけていますか。当てはまるものを全て選んでください。（複数選択可）

Q13 発令対象区域の絞り込み （中小河川）
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n=1,591

36.6%(582)

30.0%(477)

25.7%(409)

23.7%(377)

22.6%(360)

14.8%(236)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%100.0%

区域を特定していないが、浸⽔が懸念される中⼩河
川・⽀川沿い

区域を特定していないが、浸⽔が懸念される低い⼟地

過去に浸⽔があった区域(浸⽔実績)

都道府県が公表している浸⽔が想定されれる区域

発令していない

その他



15.3%(241) 9.0%(142) 63.3%(988) 2.7%(42)

6.5%(102)

3.3%(52)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

市町村他単位

旧市町村界単位

町丁目程度

土砂災害警戒区域内

土砂災害警戒区域等土砂災害の危険性のある地域がない

その他

○ 貴市町村では土砂災害に関する避難情報を発令する際、どの単位毎（最小単位）に発令していますか。当てはまるも
のを１つ選んでください。

Q14 発令対象区域の絞り込み （土砂災害の発令最小単位）
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n=1,577



○ Q14で答えた単位内において、土砂災害警戒区域等※に絞り込んで発令していますか。当てはまるものを１つ選んで
ください。
※「等」は土砂災害危険箇所、土砂災害警戒区域に相当する箇所（基礎調査結果の公表箇所）を指します。

Q15 発令対象区域の絞り込み （単位内の土砂災害警戒区域等への絞り込み）
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n=365

Q14 土砂災害警戒に関する避難情報の発令単位で①(市町村単位)、②(旧市町村程度の単位)を選んだ市町村

18.9%(69) 14.5%(53) 62.2%(227) 4.4%(16)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

市町村内の⼟砂災害区域等に絞り込んで発令

旧市町村界程度の単位内の⼟砂災害警戒区域等に絞り込んで発令

絞り込んで発令していない

その他

A市内の土砂災害警戒区域に絞り込み



○ 土砂災害警戒区域等外であっても土砂災害が発生する可能性がありますが、そのような区域にも避難情報を発令した
り避難を呼びかけていますか。当てはまるものを全て選んでください。（複数選択可）

Q16 発令対象区域の絞り込み （土砂災害警戒区域等以外への呼びかけ）
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n=1,568

21.0%(329)

19.8%(310)

14.7%(231)

45.5%(714)

31.8%(499)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

⼟砂災害警戒区域等の外にある⼭裾

⼟砂災害警戒区域等の外にある崖

⼟砂災害警戒区域等の外にある⼭間部の道路

発令していない

その他



○ 避難情報の発令対象区域は、住民に危機感を伝えるため可能な限り絞り込むことが望ましいとされていますが、発令
対象区域の絞り込みについてどのような課題を感じていますか。貴市町村の考えに近いものを全て選んでください。
（複数選択可）

Q17 発令対象区域の絞り込み （絞り込みの課題）
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n=1,587

65.6%(1041)

50.8%(806)

38.9%(617)

21.9%(347)

5.8%(92)

7.0%(111)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

浸⽔想定区域や⼟砂災害警戒区域に絞り込むと、それ以外の区域におい
ても災害が発⽣する可能性があることが住⺠にうまく伝わらないおそれ

がある

絞り込んだ区域の住⺠だけに情報提供をするのが難しい（無関係の住⺠
までメールやアプリで情報を受信してしまう場合がある）

区域を絞り込むと発令する地区数が多くなり過ぎて激甚の災害の際に適
時適切に発令することができないおそれがある

発令対象区域を絞った後の発令対象⼈⼝・世帯数を把握できない

課題はない

その他



○ 指定緊急避難場所（洪水・土砂災害）の指定等についてどのような課題を感じていますか。貴市町村の考えに近いも
のを全て選んでください。（複数選択可）

Q18 避難先 （避難先に関する課題）
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n=1,587

47.9%(760)

45.1%(716)

39.6%(629)

38.4%(609)

24.8%(393)

19.3%(306)

18.3%(291)

8.6%(137)

7.5%(119)

4.2%(66)

5.7%(90)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

指定緊急避難場所と指定避難所の違いが住⺠に理解されにくい

洪⽔や⼟砂災害からの安全な区域が少なく、活⽤出来る市町村の施設が少ない

指定緊急避難場所が災害種別毎に指定されていることが住⺠に理解されにくい

避難する住⺠の数を事前に把握することが難しい

指定緊急避難場所を災害時に確実に開放させることが難しい

指定緊急避難場所の配置に偏りがある

⺠間施設の活⽤の余地があると思うが、⺠間企業との調整が進んでいない。

洪⽔や⼟砂災害からの安全な区域が少なく、隣接する市町村の施設を活⽤したい
が、市町村間での調整が進んでいない

国や都道府県が管理している施設の活⽤の余地があると思うが、国や都道府県との
調整が進んでいない

課題はない

その他



○ 洪水の指定緊急避難場所について、貴市町村の指定状況に近いものを全て選んで下さい

Q19 避難先 （洪水の指定緊急避難場所の指定状況）

22

n=1,584

57.5%(911)

41.1%(651)

34.2%(542)

16.8%(266)

8.8%(139)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

指定避難所を兼ねている

屋内施設を指定している

⼟砂災害からの安全も考慮されている

洪⽔の指定緊急避難場所を指定していない

その他



○ 土砂災害の指定緊急避難場所について、貴市町村の指定状況に近いものを全て選んで下さい。

Q20 避難先 （土砂災害の指定緊急避難場所の指定状況）

23

n=1,583

57.5%(911)

41.1%(651)

34.2%(542)

16.8%(266)

8.8%(139)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

指定避難所を兼ねている

屋内施設を指定している

洪⽔からの安全も考慮されている

⼟砂災害の指定緊急避難場所を指定していない

その他



○ 洪水や土砂災害の指定緊急避難場所や指定避難所について、どの名称を用いていますか。当てはまるもの１つに回答
してください。

Q21 避難先 （避難場所・避難所の名称）

24

n=1,594

79.4%(1265) 5.6%(89)

3.1%(50)
2.4%(39)
0.8%(13)

3.6%(58)
5.0%(80)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

指定緊急避難場所、指定避難所を⽤いている
いずれも別の名称を⽤いている
指定避難所は⽤いているが、指定緊急避難場所は別称を⽤いている
指定緊急避難所、指定避難所以外に市町村独⾃の避難先を準備している
指定緊急避難場所は⽤いているが、指定避難所は別称を⽤いている
緊急避難場所も指定避難所も指定していない
その他



○ 台風第19号では、一部の市町村のホームページがアクセス集中によりダウンした事例があったと報道されています。
貴市町村におけるホームページへのアクセス集中に対する対応状況について当てはまるものを全て選んでください。
（複数選択可）

Q22 災害用ホームページ

25

n=1,582

53.7%(849)

48.9%(415)

54.2%(460)

7.2%(61)

12.1%(103)

41.6%(658)

4.7%(75)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

対策している

⽂字情報のみのホームページに移⾏するようにしている

検索エンジンに⼀時的に複製されたページ（キャッシュページ）によりア
クセスを分散させるようにしている

ミラーサーバーを設置しアクセスを分散させるようにしている

回線を増強しアクセス集中の負荷に耐えられるようにしている

何も対策をしていない

その他

対策していると回答
n=849内訳(複数回答可)



○ 貴市町村における住民への避難情報の提供手段について、当てはまるものを全て選んでください。（複数選択可）

Q23 避難情報の提供手段

26

n=1,590

※防災行政無線（同報系）の代替として、MCA陸上移動通信システムや市町村デジタル移動通信システム、
280MHz帯電気通信業務用ページャー、FM放送、V‐lowマルチメディア放送を活用する場合を含む。

90.5%(1,439)

87.7%(1,395)

85.4%(1,358)

85.0%(1,352)

71.8%(1,141)

69.5%(1,105)

65.8%(1,046)

51.9%(826)

21.8%(347)

21.5%(342)

10.8%(172)

5.2%(82)

0.3%(4)

15.7%(249)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

Lアラート（テレビ、ラジオ）

市町村のホームページ

防災行政無線（同報系※）

緊急速報メール

広報⾞

登録型防災メール

防災⾏政無線の⼾別受信機

Twitter、Facebook、LINEなどのSNS

⼾別訪問

コミュニティFM

IP告知システム（IP通信網を⽤いた個別端末）

⼀⻫電話サービス

河川敷利⽤者へのチラシ配布

その他



○ 自動車で移動している人への防災情報の提供に対しどのような課題を感じていますか。貴市町村の考えに近いものを
全て選んでください。（複数選択可）

Q24 避難情報の提供手段 （情報提供における課題）

27

n=1,585

76.2%(1208)

67.6%(1071)

23.9%(379)

9.3%(147)

2.3%(36)

2.2%(35)

2.6%(41)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

エリアメールや登録型メールを発信しているが確認してもらえているか
不安

防災⾏政無線によっているが聞こえているか不安

有効に伝える⼿段がない

ラジオで伝えているがアンダーパスの浸⽔や道路の陥没状況等の細かい
ことまで伝えられているか不安

道路沿いに設置している電光掲⽰板等で伝えているが⼗分数を配置でき
ず伝わっているか不安

課題はない

その他



○ 貴市町村において、地区防災計画（素案を含む）は作成していますか。カバー率)でお答えください

Q25 地区防災計画 （カバー率）

28

n=1,512

78.2%(1182) 13.8%(209)

1.7%(26)
1.3%(19)
0.7%(10)
0.9%(14)

3.4%(52)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

0％⼜は把握していない
0%＜(カバー率)≦20％
20％<(カバー率)≦40％
40％<(カバー率)≦60％
60％<(カバー率)≦80％
80％<(カバー率)100％
100%



○ 地区防災計画の普及についてどのような課題を感じていますか。貴市町村の考えに近いものを全て選んでください。
（複数選択可）

Q26 地区防災計画 （普及の課題）

29

n=1,582

69.2%(1,094)

57.9%(916)

47.3%(748)

24.1%(381)

19.7%(311)

1.7%(27)

10.2%(161)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

地域の⾃主性に委ねられていること

地区に防災リーダーが不在など⼈材が不⾜していること

市町村の職員に計画作成のノウハウが不⾜していること

地域のコミュニティが希薄であること

計画策定のための予算が不⾜していること

課題はない

その他



Q27 庁舎の災害リスク （浸水リスク）

○ 災害対策本部を設置する庁舎の浸水リスクについて当てはまるものを全て選んでください。（複数選択可）

30

n=1,577

36.7%(579)

8.2%(130)

7.8%(123)

4.6%(73)

3.6%(56)

1.6%(25)

49.3%(777)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%100.0%

洪水浸水想定区域（想定最大）内

津波災害警戒区域内

⼟砂災害警戒区域、⼟砂災害特別警戒区域、⼟砂災害危険箇所
（都道府県が調査)ない

高潮浸水想定区域内（想定最大）内

雨水出水浸水想定区域内

災害リスクが明⽰されていないため不明

いずれの災害リスクもない



Q28   庁舎の災害リスク （対策状況）

○ 庁舎が抱える災害リスクに対して、必要な対策がとられていますか。 当てはまるものを一つ選んでください。

31

n=779

Q27で庁舎に浸水リスクがある旨回答した市町村

27.2%(212) 51.9%(404) 20.9%(163)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

必要な対策を⾏っている

対策を⾏っているが、まだ不⼗分

対策がとられていない



Q29 庁舎の災害リスク （対策の詳細）

○ 災害対策本部を設置する庁舎の災害リスクに対して行っている対策（業務継続の観点による）について当てはまるも
のを全て選んでください。（複数選択可）

32

n=616Q28で「必要な対策を行っている」「対策を行っているが、不十分」と回答した市町村

51.1%(315)

48.1%(296)

47.6%(293)

33.8%(208)

31.5%(194)

19.5%(120)

9.1%(56)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

庁舎の⾮常⽤発電機（燃料庫を含む）の浸⽔対策

重要な⾏政データを保存したサーバやネットワーク設備の浸⽔対策

災害リスクの想定区域外における代替庁舎の設定

庁舎の受電・配電設備の浸⽔対策（上層階や⽔密区画に設置⼜は移設等)

庁舎の⾼さ対策（地盤の嵩上げや建物のピロティ構造化等）や庁舎の防
⽔対策（⽌⽔板、⽌⽔扉等）

職員⽤の備蓄物資（⽔、⾷料等）の保管庫の浸⽔対策

その他


